
各府省庁の支援ツール・枠組み

地域脱炭素の取組に対する関係省庁の主な支援ツール・枠組み

◼令和４年２月に、地方自治体やステークホルダの皆様が脱炭素先行地域の実現に向けた検討を行うため、「地域脱炭素の取組に対する関係

府省庁の主な支援ツール・枠組み」を公表（令和８年３月更新）。

地球温暖化対策計画（令和７年２月18日閣議決定）では2025年度までに少なくとも100か所の脱炭素先行地域を選定し、地方創生に資する脱

炭素化の先行的な取組を2030年度までに実現するとされており、本支援ツール・枠組みに

ついても更なる拡充を図り、施策間連携の取組を推進していく。

◼目次において支援種別・支援対象を整理し、目的に応じて見つけることが可能

◼環境省をはじめ1府6省（内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、

国土交通省、環境省）の財政支援等の支援ツール・枠組みがのべ180事業掲載
（令和７年度補正及び令和８年度当初予算（案）。地域脱炭素化事業への活用が考えられる地方財政措置を含む。）

◼脱炭素先行地域に選定された場合に優遇措置等を受けることができる事業が28事業

• エコスクール・プラス

• 国立大学・高専等施設の整備

• 公立学校施設の整備

文部科学省（３事業）

• 地域脱炭素推進交付金

• 地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現
する公共避難施設・防災拠点への自
立・分散型エネルギー 設備等導入推進
事業等

• 脱炭素技術等による工場・事業場の省
CO2化加速事業（SHIFT事業）

環境省（57事業）

他54事業

• 地域未来交付金（地域未来推進型）

• 地域未来交付金（デジタル実装型）

• 地方創生人材支援制度

• 地方創生伴走支援制度

内閣府（11事業）

他７事業

• みどりの食料システム戦略推進交付金の
うち、地域循環型エネルギーシステム構
築

• みどりの食料システム戦略推進交付金の
うち、バイオマスの地産地消

• 森林・林業・木材産業グリーン成長総合
対策のうち、森林集約・循環成長対策

農林水産省（29事業）

他26事業

※下線は優遇措置（脱炭素先行地域に選定された場合に適用される措置）がある事業

• 水力発電導入促進事業

• 需要家主導型太陽光発電・再生可能エ
ネルギー電源併設型蓄電池導入支援事
業費補助金

• 住宅・建築物需給一体型等省エネル
ギー投資促進事業

他13事業

経済産業省（16事業）

• 既存建築物省エネ化推進事業
（LCCO2実施型）

• サステナブル建築物等先導事業
（LCCO2先導型）

• グリーンインフラ創出促進事業

他46事業

国土交通省（49事業）

• 脱炭素化推進事業債

• 公営企業債（脱炭素化推進事業）

• 過疎対策事業債（特別枠）

• 防災・減災・国土強靱化緊急対策事業
債

• 地域活性化事業債

地方財政措置（８事業）

• ローカル10,000プロジェクト

• ふるさと融資制度

• ＧＸアドバイザー（地方公共団体の経
営・財務マネジメント強化事業）

総務省（７事業）

他4事業 他3事業
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